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住民基本台帳の閲覧状況（4～9月） 市民課☎内線2326

　住民基本台帳法では、閲覧の透明性を高めるために閲覧者の氏名や内容を公表することが定められています。4～9月の閲覧の状況は表のとおりです。

閲覧日 請求者 閲覧を受託した法人 閲覧の利用目的 閲覧に係る住民の範囲 転記
人数

4月 28日 NHK編成局 ㈳中央調査社
会長　中田正博 テレビ番組についての世論調査 井口2丁目　平成6年12月末日までに生まれた男女 12人

5月

7日 金融広報中央委員会 ㈱日本リサーチセンター
調査部長　石井美砂 家計の金融行動に関する世論調査 下連雀3丁目　満20歳以上の男女 16人

13・19日
東京消防庁

㈱テンブロス
代表取締役　成田徹 住宅用火災警報器の設置状況調査 市内全域 600人

21日 ㈱経済立地研究所
代表取締役　小川信昭 消防に関する世論調査 下連雀6丁目、中原1丁目、上連雀8丁目 30人

18日 総務省統計局 ㈳新情報センター
事務局長　平谷伸次 家計消費状況調査 下連雀3丁目43番19・16号　16歳以上の男女 43人

20日 東京都生活文化スポーツ局
㈱サーベイリサーチセンター
代表取締役　藤澤士朗 食品の購買意識に関する世論調査 牟礼7丁目、下連雀3丁目、井の頭3丁目　満20歳以上

の男女 45人

6月

9日 内閣府経済社会総合研究所
㈳新情報センター
事務局長　平谷伸次 消費動向調査 深大寺1丁目・2丁目　単身世帯男女 35人

15～18日 自衛隊 自衛隊の募集に伴う広報 市内全域　平成4年4月2日～平成5年4月1日生まれの者 933人

24日 東京都福祉保健局 ㈱エスピー研
代表取締役　安良岡洋介

健康推進法に基づくがん検診の対
象人口率等調査

新川3丁目、下連雀1丁目・5丁目
40歳以上の男性、20歳以上の女性 51人

22・25・
29日 東京大学大学院

㈱綜研情報工芸
代表取締役　村上智人 まちと家族の健康調査 市内全域　20～50歳の男女 591人

7月

1・2日 自衛隊 自衛隊の募集に伴う広報 市内全域　平成4年4月2日～平成5年4月1日生まれの者 195人

9日 総務省統計局 ㈳新情報センター
事務局長　平谷伸次 家計消費状況調査 下連雀4丁目　16歳以上の男女 43人

7～9日
13～16日
20～23日

東京大学大学院 ㈱綜研情報工芸
代表取締役　村上智人 まちと家族の健康調査 市内全域　20～50歳の男女 2,914人

27・28日 財団法人市町村自治調査会
㈱インテージリサーチ
代表取締役　井上孝志

住民の声を生かした自治体の経営
改革についての調査研究 市内全域 425人

29日 東京都生活文化局 ㈱サーベイリサーチセンター
代表取締役　藤澤士朗 都民生活に関する世論調査 下連雀9丁目、上連雀2丁目、井口4丁目　満20歳以上

の男女 45人

30日 NHK放送文化研究所 ㈳中央調査社
会長　中田正博 政治と社会に関する意識調査 井の頭2丁目　20歳以上の男女 12人

8月

3～6日 財団法人市町村自治調査会
㈱インテージリサーチ
代表取締役　井上孝志

住民の声を生かした自治体の経営
改革についての調査研究 市内全域　20歳以上79歳以下の男女1500人 1,275人

10日 内閣府子ども若者・子育て施策総合推進室
㈱RJC
調査業務本部長　久野和英

青少年のインターネット利用環境実
態調査 大沢2丁目　満10～17歳の男女20人 20人

17日 東京都多摩府中保健所
健康増進法による平成22年国民健
康・栄養調査 野崎2丁目、上連雀1丁目 81人

9月

9・10日 東京都福祉保健局 福祉保健基礎調査
牟礼4丁目から46人

92人
上連雀1丁目から46人

17日 公益財団法人新聞通信調査会
㈳中央調査社
会長　中田正博 メディアに関する全国世論調査 下連雀9丁目　満18歳以上の男女18人 16人

21日 財団法人東京市町村自治調査会
㈱RJCリサーチ
調査業務本部長　久野和英

墓地と市町村との関わりについての
調査研究に係る市民アンケート調査

下連雀4丁目・9丁目、井の頭2丁目、北野1丁目、上連雀1
丁目、井口1丁目、大沢2丁目　各地区10人ずつ　４５～７
９歳の男女

70人
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限
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取
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❺
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通
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至
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翌
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前
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受
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の
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。
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